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（開示事項の経過）5G ミリ波対応共用無線機の開発方針見直しについて 

 

当社は、2022 年 4 月 13 日付で「Foxconn 社との 5G ミリ波対応共用無線機の開発に関する契約締結のお知

らせ」において、Foxconn Technology Group（本社：台湾、以下「Foxconn」）と 5G のミリ波（28GHz 帯）

に対応した共用無線機の開発に関する契約を締結したことについて開示しておりますが、2024 年 5 月 9 日開催の取

締役会において、5G ミリ波対応共用無線機の開発を取りやめ、開発方針を見直すことを決定しましたので、お知らせ

します。 

 

１．概要 

2022 年 4 月 13 日付で「Foxconn 社との 5G ミリ波対応共用無線機の開発に関する契約締結のお知らせ」にお

いて、開示しておりますとおり、当社は、業界でも先駆けた取り組みとして、2022 年度後半の商用化を目指し、

Foxconn と 5G のミリ波（28GHz 帯）に対応した共用無線機の開発に関する契約を締結しました。これまで

JTOWER が提供してきたインフラシェアリング・ソリューションは、設置場所、アンテナ、及び各携帯事業者の無線機の先

にある中継装置を共用化した装置を利用するものでしたが、Foxconn と開発を進めていた共用無線機は、これまで携

帯事業者がそれぞれ設置していた無線機の機能を具備し、4 事業者の帯域に対応した装置を想定しておりました。 

JTOWER は Foxconn との開発契約により、約 2 年間、同社と開発を進めておりましたが、開発計画遅延の状況

が解消しないことやミリ波需要の立ち上がりに当初想定よりも時間を要していることを踏まえて、2024 年 5 月 9 日開

催の取締役会において、5G ミリ波対応共用無線機の開発を取りやめ、開発方針を見直すことを決定しました。 

 

２．今後の開発方針 

5G ミリ波対応共用無線機の開発の取りやめを行うものの、本日 2024 年 5 月 9 日付で「2023 年度 第 4 四半

期 決算説明資料」において開示しておりますとおり、中長期戦略において、ミリ波に関わらず、より早期に需要が見込

まれる Sub6 帯域含めた 5G や Beyond 5G、6G などのニーズを踏まえた、無線機（RU）やフロントホールにおける

シェアリング等、シェアリング高度化（垂直展開）を重点戦略の 1 つとしており、今後も市場動向や携帯キャリアの需要

を踏まえて、中長期な当社の成長に資する開発を検討してまいります。 

  



 

 

【インフラシェアリングにおいて当社が目指す姿】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【ご参考：共通基盤技術に係る総務省資料】 

 

出所：総務省「共通基盤技術に係る技術開発の方向性」 

 

 



 

 

３．今後の見通し 

本件が、2024 年 3 月の連結業績に与える影響は、本日 2024 年 5 月 9 日付で開示しております「2024 年

３月期通期業績予想と実績値との差異に関するお知らせ」をご参照ください。 

なお、今後の開発についての具体的な計画は現時点では検討中であり、2025 年 3 月期においては、開発費等

の費用を見込んでおりません。 

今後、開示すべき事項が発生した場合には、速やかに公表を行います。 

以 上 


